
様式第４号（第12条関係） 
 

事業者行動報告書 
令和6年 7月 29日  

（宛先） 
滋賀県知事 三日月 大造 殿 

提出者 
住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）   
京都市下京区塩小路堀川東入南不動堂町８０１番  

 
氏名（法人にあっては、名称および代表者の氏名）  

オムロン株式会社 代表取締役 辻永 順太  
（代理人 野洲事業所所長 宮崎 ゆかり）  

 

滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例 
第21条第１項                  

第22条第２項において準用する同条例第21条第１項
 の規定に

基づき、事業者行動報告書を作成したので、提出します。 
 

事業者の氏名（法人にあっては、

名称および代表者の氏名） オムロン株式会社 代表取締役 辻永 順太 

事業者の住所（法人にあっては、

主たる事務所の所在地） 京都市下京区塩小路堀川東入南不動堂町８０１番地 

 
１ 事業所の概要 

事 業 所 の 名 称 オムロン株式会社 野洲事業所 

事 業 所 の 所 在 地 滋賀県野洲市市三宅６８６－１ 

主 た る 事 業 細 分 類 番 号 ２ 9 9 9 その他の電気機械器具製造業 

該 当 す る 事 業 者 の 要 件 

□ 原油換算エネルギー使用量が、年間1,500キロリットル以上の事業所を

県内に有する事業者 
■ 従業員数が21人以上であって、エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効

果ガス排出量が、二酸化炭素換算で年間 3,000 トン以上の事業所を県内に

有する事業者 

□ 任意提出事業者 

 
２ 計画期間および報告対象年度 

計 画 期 間      令和３年度～令和５年度 

報 告 対 象 年 度 令和5年度 

 
３ 計画の実施状況 

計 画 の 実 施 状 況 別添のとおり 

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とします。 
 



標準様式第２号 

（第１面） 

１ 自らの温室効果ガス排出量の削減に向けた取組の実施状況等 

(1) エネルギー起源ＣＯ2排出量の削減に向けた取組の実施状況 

 取組項目 取組の内容 取組の実施状況 

１ 
事業再編 半導体事業の譲渡 

半導体事業の譲渡 

２ 仮設受電 
事業譲渡先からの電力融通開始 

2021/10/01より開始 

 

 (2) エネルギー起源ＣＯ2以外の温室効果ガス排出量の削減に向けた取組の実施状況 

 
温室効果 

ガスの種類 
取組の内容 取組の実施状況 

1 事業再編 半導体事業の譲渡 
半導体事業の譲渡 

２ 仮設受電 
事業譲渡先からの電力融通開始 

2021/10/01より開始 

 

(3) 上記の取組に係る目標の進捗に対する自己評価 

半導体事業売却による電力使用量減▲130,380千kWh 

半導体事業売却による都市ガスの使用量減▲31,365千㎥ 

 

2023年4月より、関西電力「再エネＥＣＯプラン」契約開始。 

 

  



（第２面） 

２ 事業活動を通じた他者の温室効果ガスの排出削減により低炭素社会づくりに貢献する

取組の実施状況等 

(1) 取組の実施状況 

取組の内容 取組の実施状況 

電気機械器具メーカーとして、省エネ型製品や、再生可

能エネルギー商品等が市場でもたらす「環境貢献量」と

して貢献します。 

継続中 

 

(2) 上記の取組に係る目標の進捗に対する自己評価 

電気機械器具メーカーとして、省エネ型製品や、再生可能エネルギー商品等が市場でも

たらす「環境貢献量」として貢献しています。 



（第３面） 

３ その他の低炭素社会づくりに向けた取組の実施状況等 

 取組項目 
取組の内容および 

当該取組により達成しようとする目標 
取組の実施状況等 

１ 
再生可能エネル

ギー使用 
既設棟に太陽光発電設備を導入 2号館屋上に導入完了 

 


